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明 細 書

発明の名称 ：

半導体基板のェ ッチ ング方法および静電容量型 M E M S セ ンサの製造方法

技術分野

[0001 ] 本発 明は、半導体基板 のエ ッチ ング方法 および それ を利用 した静 電容量型

M E M S セ ンサの製造方法 に関す る。

背景技術

[0002] 近年、 M E M S ( M i cro ELect r o Mechan i ca l Systems) 技術 を応用 したデ

バ イスが携帯電話機 な どに搭載 され始めた ことか ら、 M E M S デバ イスが注

目されている。

M E M S デバ イスの作製 に際 し、 高 いァスぺ ク 卜比 でエ ッチ ングす る技術

と して、深掘 り反応性 イオ ンエ ッチ ング （深掘 り R I E ：Deep React i e Ion

Etch i ng) が知 られている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特 許文献 1 ：特表 2 0 0 7 — 5 1 9 8 9 1 号 公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0004] 深掘 り R I E は、半導体基板 におけるエ ツチ ング ノ《ター ン の 形状 によ って

、 そのエ ッチ ング レ一 卜が異 な る。 そのため、 M E M S デバ イス作製 の際、

形状 や大 きさが異 な るエ ッチ ングパ ター ンが混在 している と、深掘 り R E

によ り形成 された凹部 の深 さが、パ ター ンごとにば らば らにな る。

本発 明の 目的は、 エ ッチ ング領域 の形状 または大 きさによ らず に、 正確 に

制御 された深 さの凹部 を形成 す る ことがで きる半導体基板 のエ ツチ ング方法

を提供 す る ことであ る。

[0005] また、本発 明の別 の 目的は、静 電容量 の変化 を検 出す る 1 対 の電極 （第 1

電極 および第 2 電極 ） を設計通 りに作製 す る ことがで きる静 電容量型 M E M



S センサの製造方法を提供することである。

課題を解決するための手段
[0006] 上記目的を達成するための本発明の半導体基板のエッチング方法は、エツ

チング領域が定められた半導体基板の当該ェッチング領域を選択的にエツチ

ングする方法であつて、当該ェッチング領域内の複数箇所から所定のパター

ンで深掘り反応性ィオンエッチングすることにより、同一形状および大きさ

の開口を有する複数の第 1凹部を前記エッチング領域に形成する工程と、複

数の前記第 1凹部を区画する前記半導体基板の側壁を等方性イオンエツチン

グで除去することにより、複数の前記第 1凹部が一体化された第 2 凹部を前

記エツチング領域に形成する工程とを含む。

[0007] この方法によれば、半導体基板に定められたエッチング領域に第 2 凹部が

形成される。この第 2 凹部の形成に先立って、半導体基板が、エッチング領

域内の複数箇所から、所定のパターンで深掘り反応性ィオンエッチングされ

る。つまり、エッチング領域内の半導体が、同一パターン （同一形状および

大きさの開口パターン）で深掘り反応性イオンエッチングされる。そのため

、当該エッチング領域に複数の第 1凹部を形成する際のエッチングレ一卜を

ほぼ等しくすることができる。その結果、深掘り反応性イオンエッチングェ

程の実行により、エッチング領域内に、深さがほぼ等しく揃った複数の第 1

凹部を形成することができる。そして、当該複数の第 1凹部を区画する半導

体基板の側壁を等方性ィオンエツチングで除去することにより、複数の第 1

凹部が一体化され、これによりエツチング領域内を占める第 2 凹部が形成さ

れる。これにより、半導体基板のエッチング領域を選択的にエッチングする

ことができる。

[0008] すなわち、この方法によれば、第 1ステップとして、形状および大きさの

揃ったパターンで半導体基板を垂直に深掘り反応性ィオンエツチングして複

数の第 1凹部が形成される。これにより、第 2 凹部を設計通りの深さで形成

することができる。そのため、エッチング領域の形状または大きさによらず

に、正確に制御された深さの第 2 凹部を、半導体基板に形成することができ



る。

[0009] したがって、半導体基板に、形状または大きさが異なる第 1 エッチング領

域および第 2 エッチング領域が混在する場合でも、第 1 ステップとして、形

状および大きさが同一の開口パターンで半導体基板を垂直に深掘 り反応性ィ

オンエッチングすることにより、第 1 および第 2 エッチング領域内に、それ

ぞれ複数の第 1 凹部を同時に形成 し、第 2 ステップとして、半導体基板を横

方向に等方性イオンエッチングすればよい。これにより、第 1 エッチング領

域に形成される第 2 凹部の深さと、第 2 エツチング領域に形成される第 2 凹

部の深さとをほぼ等 しく揃えることができる。

[001 0] そして、このエッチング方法は、たとえば、静電容量型M E M S センサの

製造方法に好適に採用することができる。

具体的には、半導体基板と、前記半導体基板の表面部に形成された第 1 電

極と、前記半導体基板の前記表面部に形成され、前記第 1 電極に対 して間隔

を空けて対向する第 2 電極とを含む静電容量型M E M S センサの製造方法で

あって、前記第 1 電極および前記第 2 電極を形成すべき領域外において当該

第 1 および第 2 電極を形成すべき領域を区画するようにエッチング領域を定

める工程と、前記エツチング領域内の複数箇所から所定のパターンで深掘 り

反応性イオンエッチングすることにより、同一形状および大きさの開口を有

する複数の第 1 凹部を前記エッチング領域に形成する工程と、複数の前記第

1 凹部を区画する前記半導体基板の側壁を等方性ィオンエツチングで除去す

ることにより、複数の前記第 1 凹部が一体化された第 2 凹部を前記エツチン

グ領域に形成 し、同時に前記第 1 および第 2 電極を形成する工程とを実行す

ればよい。

[001 1] これにより、第 2 凹部の深さを正確に制御することができるので、第 1 電

極および第 2 電極を区画するために定められるエツチング領域がどのような

形状や大きさであっても、第 1 電極および第 2 電極を設計通りの厚さ （半導

体基板の厚さ方向における厚さ）で形成することができる。

図面の簡単な説明



[ 図 1] 図 1 は、 ジャイロセ ンサの模式平面図である。

[ 図2 ] 図 2 は、図 1 に示すセ ンサ部の模式平面図である。

[ 図3 ] 図 3 は、図 2 に示す X 軸セ ンサの要部平面図である。

[ 図4 ] 図 4 は、図 2 に示す X 軸セ ンサの要部断面図であ って、図 3 の切断線 I

V - I V での断面図である。

[ 図 5 ] 図 5 は、図 2 に示す Z 軸セ ンサの要部平面図である。

[ 図 6 ] 図 6 は、図 2 に示す Z 軸セ ンサの要部断面図であ って、図 5 の切断線 V

I - V I での断面図である。

[ 図7 ] 図 7 は、図 2 に示す Z 軸セ ンサの要部断面図であ って、図 5 の切断線 V

I I - V I I での断面図である。

[ 図8 ] 図 8 は、図 1 に示す集積回路の模式断面図である。

[ 図 9A] 図 9 A は、本発明の一実施形態 に係 るジャイロセ ンサの製造工程 を示

す模式的な断面図であ って、図 4 と同 じ位置での切断面 を示す。

[ 図 9B] 図 9 B は、本発明の一実施形態 に係 るジャイロセ ンサの製造工程 を示

す模式的な断面図であ って、図 6 と同 じ位置での切断面 を示す。

[ 図 9C] 図 9 C は、本発明の一実施形態 に係 るジャイロセ ンザの製造工程 を示

す模式的な断面図であ って、図 8 と同 じ位置での切断面 を示す。

[ 図 10A] 図 1 O A は、図 9 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図 10B] 図 1 O B は、図 9 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図 10C] 図 1 O C は、図 9 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図 11A] 図 1 1 A は、図 1 0 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図 11B] 図 1 1 B は、図 1 0 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図 11C] 図 1 1 C は、図 1 O C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図 12A] 図 1 2 A は、図 1 1 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図 12B] 図 1 2 B は、図 1 1 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図 12C] 図 1 2 C は、図 1 1 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図 13A] 図 1 3 A は、図 1 2 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図 13B] 図 1 3 B は、図 1 2 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。



図 13C] 図 1 3 C は、図 1 2 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 14A] 図 1 4 A は、図 1 3 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 14B] 図 1 4 B は、図 1 3 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 14C: 図 1 4 C は、図 1 3 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 15A: 図 1 5 A は、図 1 4 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 15B: 図 1 5 B は、図 1 4 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 15C: 図 1 5 C は、図 1 4 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 16A: 図 1 6 A は、図 1 5 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 16B: 図 1 6 B は、図 1 5 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 16C: 図 1 6 C は、図 1 5 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 17A: 図 1 7 A は、図 1 6 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 17B: 図 1 7 B は、図 1 6 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 17C: 図 1 7 C は、図 1 6 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 18A: 図 1 8 A は、図 1 7 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 18B: 図 1 8 B は、図 1 7 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 18C: 図 1 8 C は、図 1 7 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 19A:腦 1 9 A は、図 1 8 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 19B:I図 1 9 B は、図 1 8 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 19C:I図 1 9 C は、図 1 8 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図20A: I図 2 0 A は、図 1 9 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図20B:腦 2 0 B は、図 1 9 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図20C: ]図 2 0 C は、図 1 9 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図21A: ]図 2 1 A は、図 2 0 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図2 1B:]図 2 1 B は、図 2 0 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図2 1C:]図 2 1 C は、図 2 0 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図 22A: ]図 2 2 A は、図 2 1 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図22B:酒 2 2 B は、図 2 1 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

図22に酒 2 2 C は、図 2 1 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。



図 23A: 図 2 3 A は、 図 2 2 A の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 23B: 図 2 3 B は、 図 2 2 B の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 23C: 図 2 3 C は、 図 2 2 C の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 24A: 図 2 4 A は、 図 2 3 A の次 の工 程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 24B: 図 2 4 B は、 図 2 3 B の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 24に 図 2 4 C は、 図 2 3 C の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 25A: 図 2 5 A は、 図 2 4 A の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 25B: 図 2 5 B は、 図 2 4 B の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 25C: 図 2 5 C は、 図 2 4 C の次 の工 程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 26A: 図 2 6 A は、 図 2 5 A の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 26B: 図 2 6 B は、 図 2 5 B の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 26C: 図 2 6 C は、 図 2 5 C の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 27A: 図 2 7 A は、 図 2 6 A の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 27B: 図 2 7 B は、 図 2 6 B の次 の工 程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 27C:蒙 7 C は、 図 2 6 C の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 28A: I図 2 8 A は、 図 2 7 A の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 28B: I図 2 8 B は、 図 2 7 B の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 28C: I図 2 8 C は、 図 2 7 C の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 29A:蒙 9 A は、 図 2 8 A の次 の工 程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 29B: ]図 2 9 B は、 図 2 8 B の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 29C: ]図 2 9 C は、 図 2 8 C の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 30A: ]図 3 0 A は、 図 2 9 A の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 30B: ]図 3 0 B は、 図 2 9 B の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 30C: ]図 3 0 C は、 図 2 9 C の 次 の工 程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 31A:酒 3 1 A は、 図 3 0 A の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 3 1B:酒 3 1 B は、 図 3 0 B の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 3 1C:酒 3 1 C は、 図 3 0 C の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。

図 32A:酒 3 2 A は、 図 3 1 A の次 の工程 を示 す模 式 的 な断面 図 で あ る。



[ 図32B] 図 3 2 B は、 図 3 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図32C] 図 3 2 C は、 図 3 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図33A] 図 3 3 A は、 図 3 2 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図33B] 図 3 3 B は、 図 3 2 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図33C] 図 3 3 C は、 図 3 2 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図34A] 図 3 4 A は、 図 3 3 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図34B] 図 3 4 B は、 図 3 3 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図34C] 図 3 4 C は、 図 3 3 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図35A] 図 3 5 A は、 図 3 4 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図35B] 図 3 5 B は、 図 3 4 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図35C] 図 3 5 C は、 図 3 4 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図36A] 図 3 6 A は、 図 3 5 A の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図36B] 図 3 6 B は、 図 3 5 B の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図36C] 図 3 6 C は、 図 3 5 C の次の工程 を示す模式的な断面図である。

[ 図37] 図 3 7 は、 図 3 A の工程 における半導体基板 の模式的な平面図であ

る。

[ 図38] 図 3 8 は、 図 3 B の工程 における半導体基板 の模式的な平面図であ

る。

発明を実施するための形態

[001 3] 以 下では、本発明の実施 の形態 を、添付図面 を参照 して詳細 に説明する。

< ジャイ ロセ ンサの全体構成 >

まず、 図 1 を参照 して、 ジャイ ロセ ンサの全体構成 を説明する。

図 1 は、 ジャイ ロセ ンサの模式的な平面図である。 なお、 図 1 では、樹脂

パ ッケージに封止 されている部分の一部 が透視 した状態で表わ されている。

[0014] ジ ャイ ロセ ンサ 1 は、静電容量素子の容量の変化 に基づいて検 出する静電

容量型であ り、 た とえば、 ビデオ カメラゃスチル カメラの手ぶれ補正、 力一

ナ ビの位置検 出、 ロボ ッ 卜やゲーム機 のモーシ ョン検 出な どの用途 に用い ら

れ る。 ジャイ ロセ ンサ 1 は、樹脂パ ッケージ 2 によ り画成 された直方体形状



(平 面視 四角形状 ）のパ ッケージの外形 を有 している。

[001 5] ジ ャイ ロセ ンサ 1 は、平面視 四角形状 の半導体基板 3 と、半導体基板 3 の

中央部 に配置 されたセ ンサ部 4 と、 セ ンサ部 4 を取 り囲む半導体基板 3 の周

辺部 に配置 された集積 回路 5 ( A S I C ：Ap l i cat i on Spec i f i c Integrated

Ci rcu i t ) とを含 んでいる。

セ ンサ部 4 は、 三次元空 間 において直交す る 3 つの軸 まわ りの角速度 をそ

れ ぞれ検 出す るセ ンサ と して、 X 軸 セ ンサ 6 、 Y 軸 セ ンサ 7 および Z 軸 セ ン

サ 8 を有 している。

[001 6] X 軸 セ ンサ 6 は、 X 軸方 向の振動 U X を利用 して、 ジ ャイ ロセ ンサ 1 が傾

いた際 に Z 軸方 向 にコ リオ リカ F z を発生 させ、 当該 コ リオ リカ による静 電

容量 の変化 を検 出す る ことによ り、 Y 軸 まわ りに作用す る角速度 ω y を検 出

す る。 また、 Y 軸 セ ンサ 7 は、 Y 軸方 向の振動 U y を利用 して、 ジ ャイ ロセ

ンサ 1 が傾 いた際 に X 軸方 向 にコ リオ リカ F X を発生 させ、 当該 コ リオ リカ

による静 電容量 の変化 を検 出す る ことによ り、 Z 軸 まわ りに作用す る角速度

ω ζ を検 出す る。 また、 Ζ 軸 セ ンサ 8 は、 Ζ 軸方 向の振動 U ζ を利用 して、

ジ ャイ ロセ ンサ 1 が傾 いた際 に Υ 軸方 向 にコ リオ リカ F y を発生 させ、 当該

コ リオ リカ による静 電容量 の変化 を検 出す る ことによ り、 X 軸 まわ りに作用

す る角速度 ω X を検 出す る。

[001 7] 集積 回路 5 は、 た とえば、各 セ ンサか ら出力 された電気信号 を増幅 す るチ

ヤージア ンプ、 当該電気信号 の特 定の周波数成分 を取 り出す フ ィル タ回路 （

口一パ ス フ ィル タ ：L P F な ど）、 フ ィル タ リング後 の電気信号 を論理演算

す る論理 回路 を含 んでお り、 た とえば、 C M O S デバ イスによ り構成 されて

いる。

また、 ジ ャイ ロセ ンサ 1 の表面 には、 この実施形態 では、平面視 でセ ンサ

部 4 を挟 んで互 いに対 向す る 1 対 の縁部 のそれ ぞれ に 5 つずつ、 電極 パ ッ ド

9 が設 け られている。 電極 パ ッ ド9 は、互 いに等 間隔 を空 けて各縁部 に沿 つ

て配列 されている。 これ らの電極 パ ッ ド9 は、 た とえば、 セ ンサ部 4 や集積

回路 5 に電圧 を印加 す るためのパ ッ ドを含 んでいる。



< X 軸 セ ンサおよび Y 軸 セ ンサの構成 >

次 に、 図 2 〜図 4 を参照 して、 X 軸 セ ンサおよび Υ 軸 セ ンサの構成 を説明

する。

[001 8] 図 2 は、 図 1 に示すセ ンサ部 の模式的な平面図である。 図 3 は、 図 2 に示

す X 軸 セ ンサの要部平面図である。 図 4 は、 図 2 に示す X 軸 セ ンサの要部断

面図であ って、 図 3 の切断線 I V — I V での断面図である。

半導体基板 3 は、導電性 シ リコン基板 （た とえば、 1 m Ω m ~ 3 0 Ω

m、好 ま しくは、 5 Ί Ω m ~ 2 5 Ί Ω m の抵抗率 を有 する低抵抗基板）

か らなる。 この半導体基板 3 は、 内部 に空洞 1 0 を有 してお り、 当該空洞 1

0 を表面側 か ら区画する天面 を有 する半導体基板 3 の上壁 1 1 (表面部） に

X 軸 セ ンサ 6 、 Y 軸 セ ンサ 7 および Z 軸 セ ンサ 8 が形成 されている。 つ ま り

、 X 軸 セ ンサ 6 、 Y 軸 セ ンサ 7 および Z 軸 セ ンサ 8 は半導体基板 3 の一部 か

らな り、空洞 1 0 を裏面側 か ら区画する底面 を有 する半導体基板 3 の底壁 1

2 に対 して浮 いた状態で支持 されている。

[001 9] また、半導体基板 3 の表面 において、空洞 1 0 を挟 んで対向する両側 には

、 これ らのセ ンサ に含 まれ る配線 の一部 がパ ッ ド1 3 と して露 出 している。

これ らのパ ッ ド1 3 は、樹脂パ ッケージ 2 によ りパ ッケージ ングされた状態

において、 た とえば、 ボ ンデ ィングワイヤ （図示せず）な どによ り電極パ ッ

ド9 と電気的に接続 され る。

X 軸 セ ンサ 6 および Y 軸 セ ンサ 7 は、 間隔 を空 けて互 いに隣接 して配置 さ

れてお り、 これ らX 軸 セ ンサ 6 および Y 軸 セ ンサ 7 のそれぞれ を取 り囲むよ

うに Z 軸 セ ンサ 8 が配置 されている。 この実施形態では、 Y 軸 セ ンサ 7 は、

X 軸 セ ンサ 6 を平面視 で 9 0 ° 回転 させたもの とほぼ同様 の構成 を有 してい

る。 したが って、以下では、 Y 軸 セ ンサ 7 の構成 については、 X 軸 セ ンサ 6

の各部 の説明の際 に、 当該各部 に対応する部分 を括弧書 きで併記 して、具体

的な説明に代 える。

[0020] X 軸 セ ンサ 6 と Z 軸 セ ンサ 8 との間および Y 軸 セ ンサ 7 と Z 軸 セ ンサ 8 と

の間には、 これ らを浮 いた状態で支持するための支持部 1 4 が形成 されてい



る。支持部 1 4 は、半導体基板 3 の空洞 1 0 を横側か ら区画する側面を有す

る一側壁 1 5 か ら、 Z 軸センサ 8 を横切 って X 軸センサ 6 および Y 軸センサ

7 へ向かって延びる直線部 1 6 と、 X 軸センサ 6 および Y 軸センサ 7 を取 り

囲む環状部 1 7 とを一体的に含んでいる。

[0021 ] X 軸センサ 6 および Y 軸センサ 7 は、個 々の環状部 1 7 の内側 に配置され

、環状部 1 7 の内側壁における相対する 2 箇所において両持ち支持されてい

る。 Z 軸センサ 8 は、直線部 1 6 の両側壁において両持ち支持されている。

X 軸センサ 6 ( Y 軸センサ 7 ) は、空洞 1 0 内に設けられた支持部 1 4 に

固定された第 1 電極 と しての X 固定電極 2 1 ( Y 固定電極 4 1 ) と、 X 固定

電極 2 に対 して振動可能に保持された第 2 電極 と しての X 可動電極 2 2 (

Y 可動電極 4 2 ) とを有 している。 X 固定電極 2 1 および X 可動電極 2 2 は

、同 じ厚 さで形成 されている。

[0022] X 固定電極 2 ( Y 固定電極 4 ) は、支持部 1 4 に固定された平面視四

角環状のベース部 2 3 ( Y 固定電極 4 1 のべ一ス部 4 3 ) と、ベース部 2 3

の内壁に沿 って等 しい間隔を空けて櫛歯状 に配列された複数組の電極部 2 4

( Y 固定電極 4 の電極部 4 4 ) とを含んでいる。

一方、 X 可動電極 2 2 ( Y 可動電極 4 2 ) は、 X 固定電極 2 1 の電極部 2

4 を横切 る方向に延び、その両端が、当該方向に沿 って伸縮 自在な ビーム部

2 5 ( Y 軸センサ 7 の ビーム部 4 5 ) を介 して X 固定電極 2 1 のべ一ス部 2

3 に接続 されたべ一ス部 2 6 ( Y 可動電極 4 2 のべ一ス部 4 6 ) と、 当該べ

—ス部 2 6 か ら、互いに隣接するX 固定電極 2 の電極部 2 4 間に向かって

両側 に延び、 X 固定電極 2 の電極部 2 4 に接触 しないように嚙み合 う櫛歯

状 に配列された電極部 2 7 ( Y 可動電極 4 2 の電極部 4 7 ) とを含んでいる

[0023] X 軸センサ 6 では、 ビーム部 2 5 が伸縮 して X 可動電極 2 2 のべ一ス部 2

6 が半導体基板 3 の表面に沿 って振動 （振動 U x ) することによって、 X 固

定電極 2 の電極部 2 4 に櫛歯状 に嚙み合 った X 可動電極 2 2 の個 々の電極

部 2 7 が、 X 固定電極 2 の電極部 2 4 に対 して近づ く方向および遠ざかる



方向に交互に振動する。

X 固定電極 2 のべ一ス部 2 3 は、互いに平行に延びる直線状の主フレー

厶を有 しており、当該主フ レームに沿って三角形の空間が繰 り返されるよう

に、主フレームに対 して補強フレームが組み合わされた トラス状の骨組み構

造を有 している。

[0024] また、X 固定電極 2 1 の電極部 2 4 は、個々の基端部がベース部 2 3 に接

続され、それらの先端部が互いに対向する平面視直線状の 2 つの電極部を 1

組として、それらが等 しい間隔を空けて複数設けられている。個々の電極部

2 4 は、互いに平行に延びる直線状の主フレームと、当該主フレーム間に架

設された複数の横フレームとを含む平面視梯子状の骨組み構造を有 している

[0025] —方、X 可動電極 2 2 のべ一ス部 2 6 は、互いに平行に延びる複数 （この

実施形態では、 6 本）の直線状のフレームからなり、その両端がビーム部 2

5 に接続されている。 ビーム部 2 5 は、X 可動電極 2 2 のべ一ス部 2 6 の両

端に2 つずつ設けられている。

また、X 可動電極 2 2 の電極部 2 7 は、ベース部 2 6 の各フレームを横切

つて互いに平行に延びる直線状の主フレームと、当該主フレーム間に架設さ

れた複数の横フレームとを含む平面視梯子状の骨組み構造を有 している。

[0026] また、X 可動電極 2 2 では、個々の電極部 2 7 を振動方向U X に直交する

方向に沿って 2 分割するライン上に、その表面から空洞 1 0 に至るまで、横

フレ一厶を横切る絶縁層 2 8 ( この実施形態では、酸化シリコン）が埋め込

まれている。この絶縁層 2 8 により、個々の電極部 2 7 が、振動方向U x に

沿って一方側および他方側の 2 つに絶縁分離されている。これにより、分離

されたX 可動電極 2 2 の電極部 2 7 が、X 可動電極 2 2 において、それぞれ

独立 した電極として機能する。

[0027] X 固定電極 2 およびX 可動電極 2 2 を含む半導体基板 3 の表面には、酸

化シリコン （S i 0 2 ) からなる第 1絶縁膜 3 3 および第 2 絶縁膜 3 4 が順に

積層されており、この第 2 絶縁膜 3 4 上に、X 第 1駆動/ 検出配線 2 9 ( Y



第 1駆動 検出配線 4 9 ) およびX 第 2 駆動 検出配線 3 0 ( Y 第 2 駆動

検出配線 5 0 ) が形成されている。

X 第 1駆動/ 検出配線 2 9 は、 2 つに絶縁分離された個々の電極部 2 7 の

—方側 （この実施形態では、図 3 の紙面左側）に駆動電圧を供給するととも

に、当該電極部 2 7 から静電容量の変化に伴う電圧の変化を検出する。これ

に対 し、X 第 2 駆動/ 検出配線 3 0 は、 2 つに絶縁分離された個々の電極部

2 7 の他方側 （この実施形態では、図 3 の紙面右側）に駆動電圧を供給する

とともに、当該電極部 2 7 から静電容量の変化に伴う電圧の変化を検出する

[0028] X 第 1 および第 2 駆動/ 検出配線 2 9 ，3 0 は、この実施形態では、アル

ミニゥ厶 （A I ) からなる。X 第 1 および第 2 駆動/ 検出配線 2 9 ，3 0 は

、第 1 および第 2 絶縁膜 3 3 ，3 4 を貫通するコンタク トプラグ3 1， 5 1

を介 して、個々の電極部 2 7 に電気的に接続されている。

そして、X 第 1 およびX 第 2 駆動/ 検出配線 2 9 ，3 0 は、 X 可動電極 2

2 のビーム部 2 5、X 固定電極 2 のべ一ス部 2 3 を介 して支持部 1 4 上に

引き回され、その一部がパッド1 3 として露出している。なお、X 第 1 およ

びX 第 2 駆動/ 検出配線 2 9 ，3 0 は、それぞれX 可動電極 2 2 のビーム部

5 を通過する区間においては、導電性の半導体基板 3 の一部からなるビ一

厶部 2 5 自体を電流路として利用 している。 ビーム部 2 5 上にアルミニウム

配線を設けないので、 ビーム部 2 5 の伸縮性を保持することができる。

[0029] また、支持部 1 4 には、X 固定電極 2 の電極部 2 4 から静電容量の変化

に伴う電圧の変化を検出するX 第 3 駆動/ 検出配線 3 2 が引き回されており

、このX 第 3 駆動/ 検出配線 3 2 も他の配線 2 9 ，3 0 と同様に、その一部

がパッド1 3 として露出している。

半導体基板 3 において、X 固定電極 2 およびX 可動電極 2 2 の上面およ

び側面は、第 1絶縁膜 3 3 および第 2 絶縁膜 3 4 とともに、酸化シリコン （

S i 0 2 ) からなる保護薄膜 3 5 で被覆されている。

[0030] また、半導体基板 3 の表面における空洞 1 0 外の部分では、第 2 絶縁膜 3



4 上 に、第 3 絶縁膜 3 6 、第 4 絶縁膜 3 7 、第 5 絶縁膜 3 8 および表面保護

膜 3 9 が順 に積層 されている。すなわち、 このジャイロセ ンサ 1 では、セ ン

サ上 に積層 される絶縁膜の層数が、集積回路 5 に含 まれる絶縁膜の層数 よ り

も少な くされてお り、 この実施形態では、セ ンサの絶縁膜が第 1 絶縁膜 3 3

および第 2 絶縁膜 3 4 の 2 層構造であ り、集積回路 5 の絶縁膜が第 1 〜第 5

絶縁膜 3 3 ， 3 4 ， 3 6 ~ 3 8 および表面保護膜 3 9 の 6 層構造である。

[0031 ] 上記の構造の X 軸セ ンサ 6 では、 X 第 1 ~ X 第 3 駆動 / 検 出配線 2 9 ， 3

0 ， 3 2 を介 して X 固定電極 2 1 とX 可動電極 2 2 との間に、同極性 / 異極

性の駆動電圧が交互 に与え られる。 これによ り、 X 固定電極 2 1 の電極部 2

4 —X 可動電極 2 2 の電極部 2 7 間にクー ロン斥力/ クー ロン引力が交互 に

発生する。 その結果、櫛歯状の X 可動電極 2 2 が、同 じく櫛歯状の X 固定電

極 2 1 に対 して X 軸方向に沿 って左右 に振動 （振動 U x ) する。 この状態 に

おいて、 X 可動電極 2 2 が Y 軸 を中心軸 と して回転すると、 Z 軸方向にコ リ

オ リ力 F z が生 じることになる。 このコ リオ リカ F z によ り、互いに隣接す

るX 固定電極 2 の電極部 2 4 と、 X 可動電極 2 2 の電極部 2 7 との対向面

積が変化する。 そ して、 当該対向面積の変化 に起因するX 可動電極 2 2 —X

固定電極 2 間の静電容量の変化 を検 出することによって、 Y 軸 まわ りの角

速度 ω y が検 出される。

[0032] なお、 この実施形態では、 Y 軸 まわ りの角速度 ω y は、絶縁分離 された X

可動電極 2 の一方および他方それぞれの電極部の検 出値の差分 をとること

によ り求め られる。

また、 Y 軸セ ンサ 7 では、 Y 第 1 〜 丫第 3 駆動 / 検 出配線 4 9 ， 5 0 ， 5

2 を介 して Y 固定電極 4 1 とY 可動電極 4 2 との間に、同極性 / 異極性の駆

動電圧が交互 に与え られる。 これによ り、 Y 固定電極 4 1 の電極部 4 4 — Y

可動電極 4 2 の電極部 4 7 間にクー ロン斥力/ クー ロン引力が交互 に発生す

る。 その結果、櫛歯状の Y 可動電極 4 2 が、同 じく櫛歯状の Y 固定電極 4 1

に対 して Y 軸方向に沿 って左右 に振動 （振動 U y ) する。 この状態 において

、 Y 可動電極 4 2 が Y 軸 を中心軸 と して回転すると、 X 軸方向にコ リオ リカ



F x が生 じることになる。このコリオ リカ F x により、互いに隣接するY 固

定電極 4 の電極部 4 4 と、 Y 可動電極 4 2 の電極部 4 7 との対向面積が変

化する。そして、当該対向面積の変化に起因するY 可動電極 4 2 _ Y 固定電

極 4 間の静電容量の変化を検出することによって、 Ζ 軸まわりの角速度 ω

ζ が検出される。

< Ζ 軸センサの構成>

次に、図 2 および図 5 〜図 7 を参照 して、 Ζ 軸センサの構成を説明する。

[0033] 図 5 は、図 2 に示す Ζ 軸センサの要部平面図である。図 6 は、図 2 に示す

Ζ 軸センサの要部断面図であって、図 5 の切断線 V I - V I での断面図であ

る。図 7 は、図 2 に示す Ζ 軸センサの要部断面図であって、図 5 の切断線 V

I I - V I I での断面図である。

図 2 を参照 して、導電性シリコンからなる半導体基板 3 は、上述 したよう

に、内部に空洞 1 0 を有 している。半導体基板 3 の上壁 1 1 (表面部）には

、 X 軸センサ 6 および Υ 軸センサ 7 のそれぞれを取り囲むように、半導体基

板 3 の底壁 1 2 に対 して浮いた状態で支持部 1 4 に支持された Ζ 軸センサ 8

が配置されている。

[0034] Ζ 軸センサ 8 は、空洞 1 0 内に設けられた支持部 1 4 (直線部 1 6 ) に固

定された第 1電極としての Ζ 固定電極 6 と、 Ζ 固定電極 6 に対 して振動

可能に保持された第 2 電極としての Ζ 可動電極 6 2 とを有 している。 Ζ 固定

電極 6 および Ζ 可動電極 6 2 は、同 じ厚さで形成されている。

この Ζ 軸センサ 8 では、 Ζ 可動電極 6 2 が支持部 1 4 の環状部 1 7 を取り

囲むように配置されており、この Ζ 可動電極 6 2 をさらに取り囲むように、

Ζ 固定電極 6 が配置されている。 Ζ 固定電極 6 および Ζ 可動電極 6 2 は

、支持部 1 4 の直線部 1 6 の両側壁に一体的に接続されている。

[0035] Ζ 固定電極 6 は、支持部 1 4 に固定された平面視四角環状の第 1ベース

部としてのベース部 6 3 と、当該べ一ス部 6 3 における、X 軸センサ 6 ( Υ

軸センサ 7 ) に対 して直線部 1 6 とは反対側の部分に設けられた第 1電極部

としての櫛歯状の複数の電極部 6 4 とを含んでいる。



—方、 Z 可動電極 6 2 は、平面視四角環状の第 2 ベース部としてのベース

部 6 5 と、当該べ一ス部 6 5 から、互いに隣接するZ 固定電極 6 の櫛歯状

の電極部 6 4 の各間に向かって延び、 Z 固定電極 6 の電極部 6 4 に接触 し

ないように嚙み合う櫛歯状の第 2 電極部としての電極部 6 6 とを含んでいる

。このZ 可動電極 6 2 のべ一ス部 6 5 は、互いに平行に延びる直線状の主フ

レームを有 しており、当該主フレームに沿って三角形の空間が繰 り返される

ように、主フレームに対 して補強フレームが組み合わされた トラス状の骨組

み構造を有 している。かかる構造のZ 可動電極 6 2 のべ一ス部 6 5 は、電極

部 6 6 が配置される側とは反対側の部分において、補強フレームが省略され

ている区間を有 しており、当該区間の主フレームがZ 可動電極 6 2 を上下動

可能にするためのビーム部 6 7 として機能する。

[0036] すなわち、このZ 軸センサ 8 では、 ビーム部 6 7 が歪み、 Z 可動電極 6 2

のべ一ス部 6 5 があたかも振 り子であるかのように、 ビーム部 6 7 を支点と

して空洞 1 0 に対 して近づく方向および遠ざかる方向に回動 （振動 U z ) す

ることによって、 Z 固定電極 6 の電極部 6 4 に櫛歯状に嚙み合ったZ 可動

電極 6 2 の電極部 6 6 が上下に振動する。

Z 固定電極 6 のべ一ス部 6 3 は、互いに平行に延びる直線状の主フレー

厶を有 しており、当該主フレームに沿って三角形の空間が繰 り返されるよう

に、主フレームに対 して補強フレームが組み合わされた トラス状の骨組み構

造を有 している。

[0037] Z 固定電極 6 の個々の電極部 6 4 は、基端部がZ 固定電極 6 のベース

部 6 3 に接続され、先端部がZ 可動電極 6 2 へ向かって延び、ベ一ス部の内

壁に沿って等 しい間隔を空けて櫛歯状に配列されている。また、個々の電極

部 6 4 の基端部寄りの部分には、電極部 6 4 を幅方向に横切るように、その

表面から空洞 1 0 に至るまで絶縁層 6 8 ( この実施形態では、酸化シリコン

) が埋め込まれている。この絶縁層 6 8 により、 Z 固定電極 6 1 の個々の電

極部 6 4 が、 Z 固定電極 6 の他の部分から絶縁されている。

[0038] また、 Z 固定電極 6 1 のべ一ス部 6 3 における、 Z 可動電極 6 2 の電極部



6 6 の先端部 7 0 (後述）に対向する部分 （対向部 8 4 ) の両側には、 トラ

ス構造の主フレームを幅方向に横切るように、半導体基板 3 の表面から空洞

0 に至るまで第 1分離絶縁層としての絶縁層 6 9 が埋め込まれている。こ

れにより、この絶縁層 6 9 および トラス構造の三角形の空間で囲まれる対向

部 8 4 は、 Z 固定電極 6 のべ一ス部 6 3 の他の部分から絶縁されている。

[0039] 一方、 Z 可動電極 6 2 の個々の電極部 6 6 は、基端部 7 1 が Z 可動電極 6

2 のべ一ス部 6 5 に接続され、先端部 7 0 が Z 固定電極 6 の電極部 6 4 の

各間へ向かって延び、 Z 固定電極 6 の電極部 6 4 に接触 しないように嚙み

合う櫛歯状に配列されている。また、 Z 可動電極 6 2 の個々の電極部 6 6 の

先端部 7 0 寄 りの部分には、電極部 6 6 を幅方向に横切るように、半導体基

板 3 の表面から空洞 1 0 に至るまで第 2 分離絶縁層としての絶縁層 7 3 ( こ

の実施形態では、酸化シリコン）が埋め込まれている。また、 Z 可動電極 6

2 の個々の電極部 6 6 の基端部 7 1寄 りの部分には、電極部 6 6 を幅方向に

横切るように、半導体基板 3 の表面から空洞 1 0 に至るまで絶縁層 7 4 ( こ

の実施形態では、酸化シリコン）が埋め込まれている。これらの絶縁層 7 3

， 7 4 により、個々の電極部 6 6 は、他の部分から絶縁された 3 つの部分 （

先端部 7 0 、基端部 7 、および先端部 7 0 と基端部 7 との間の中間部 7

2 ) を有 している。

[0040] また、 Z 可動電極 6 2 の個々の電極部 6 6 は、 Z 固定電極 6 1 の電極部 6

4 の表面からはみ出すように半導体基板 3 の空洞 1 0 から離れる方向へ断面

視円弧状に反っており、半導体基板 3 の表面から上方に突出した部分 8 を

有 している。

Z 固定電極 6 および Z 可動電極 6 2 を含む半導体基板 3 の表面には、上

述 したように、酸化シ リコン （S ί 0 2 ) からなる第 1絶縁膜 3 3 および第 2

絶縁膜 3 4 が順に積層されている。第 1絶縁膜 3 3 は、 Ζ 可動電極 6 2 の表

面上においては、他の部分よりも厚 くされている。これにより、 Ζ 可動電極

6 2 に相対的に大きな応力を与えることができ、 Ζ 可動電極 6 2 の電極部 6

6 を反らすことができる。そして、第 2 絶縁膜 3 4 上に、 Ζ 第 1検出配線 7



5 、 Z 第 1 駆動配線 7 6 、 Z 第 2 検出配線 7 7 および Z 第 2 駆動配線 7 8 が

形成 されている。

[0041 ] Z 第 1 検 出配線 7 5 および Z 第 2 検出配線 7 7 は、互いに隣接する Z 固定

電極 6 の電極部 6 4 および Z 可動電極 6 2 の中間部 7 2 にそれぞれ接続 さ

れている。すなわち、 この Z 軸センサ 8 では、 Z 第 1 検出配線 7 5 および Z

第 2 検出配線 7 7 が接続 された、 Z 固定電極 6 の電極部 6 4 と Z 可動電極

6 2 の中間部 7 2 とが、互いに電極間距離 d を隔てて対向 し、 これ らの間に

一定電圧が印加され、その間隔 d の変化により静電容量が変化する容量素子

(検出部）の電極 を構成 している。

[0042] 具体的には、 Z 第 1 検出配線 7 5 は、 Z 固定電極 6 のべ一ス部 6 3 に沿

つて形成 され、 Z 固定電極 6 1 の個 々の電極部 6 4 の絶縁層 6 8 を跨 って電

極部 6 4 の先端部へ向かって分岐するアル ミニウム配線 を含んでいる。その

分岐されたアル ミニゥ厶配線は、個 々の電極部 6 4 における絶縁層 6 8 より

も先端側 に、第 1 絶縁膜 3 3 および第 2 絶縁膜 3 4 を貫通するコンタク トプ

ラグ 7 9 を介 して電気的に接続 されている。 また、図 2 に示すように、 Z 第

検出配線 7 5 は、 Z 固定電極 6 のべ一ス部 6 3 を介 して支持部 1 4 上に

引き回され、その一部がパ ッ ド1 3 と して露出 している。

[0043] 一方、 Z 第 2 検出配線 7 7 は、 Z 可動電極 6 2 の電極部 6 6 か ら、静電容

量の変化に伴 う電圧の変化を検出する。 この Z 第 2 検出配線 7 7 は、 Z 可動

電極 6 2 のベース部 6 5 に沿 って形成 され、 Z 可動電極 6 2 の個 々の電極部

6 6 の基端部 7 寄 りの絶縁層 7 4 を跨 って中間部 7 2 へ向かって分岐する

アル ミニウム配線 を含んでいる。その分岐されたアル ミニウム配線は、個 々

の電極部 6 6 の中間部 7 2 に、第 1 絶縁膜 3 3 および第 2 絶縁膜 3 4 を貫通

するコンタク トプラグ 8 0 を介 して電気的に接続 されている。 また、図 2 に

示すように、 Z 第 2 検出配線 7 7 は、 Z 可動電極 6 2 のべ一ス部 6 5 を介 し

て支持部 1 4 上に引き回され、その一部がパ ッ ド1 3 と して露出 している。

[0044] また、 Z 第 1 駆動配線 7 6 および Z 第 2 駆動配線 7 8 は、容量素子を構成

する電極の対向方向に直交する方向に向き合 うZ 固定電極 6 の対向部 8 4



(第 1 コンタク 卜部）および Z 可動電極 6 2 の先端部 7 0 (第 2 コンタク 卜

部）にそれぞれ接続されている。すなわち、このZ 軸センサ 8 では、 Z 固定

電極 6 1 の対向部 8 4 と、 Z 可動電極 6 2 の先端部 7 0 とが、これらの間に

駆動電圧が印加され、当該駆動電圧の電圧変化により発生するクーロン力に

よりZ 可動電極 6 2 を振動させる駆動部を構成 している。

[0045] 具体的には、 Z 第 1駆動配線 7 6 は、 Z 固定電極 6 の対向部 8 4 に駆動

電圧を供給する。 Z 第 1駆動配線 7 6 は、第 2 絶縁膜 3 4 の表面を利用 して

絶縁層 6 9 の両側に跨 り、第 1絶縁膜 3 3 および第 2 絶縁膜 3 4 を貫通する

コンタク 卜プラグ8 5 を介 して対向部 8 4 およびべ一ス部 6 3 の対向部 8 4

を除く部分に電気的に接続されたアルミニゥ厶配線を含んでおり、残りの部

分が、導電性シリコンからなるZ 固定電極 6 のべ一ス部 6 3 を利用 して構

成されている。また、図 2 に示すように、 Z 第 1駆動配線 7 6 は、支持部 1

4 上に引き回され、その一部がパッド1 3 として露出している。

[0046] —方、 Z 第 2 駆動配線 7 8 は、 Z 可動電極 6 2 の先端部 7 0 に駆動電圧を

供給する。 Z 第 2 駆動配線 7 8 は、第 2 絶縁膜 3 4 の表面を利用 して電極部

6 6 の先端部 7 0 と基端部 7 との間に跨 り、第 1絶縁膜 3 3 および第 2 絶

縁膜 3 4 を貫通するコンタク 卜プラグ8 6 を介 して先端部 7 0 および基端部

7 に電気的に接続されたアルミニウム配線を含んでおり、残りの部分が、

導電性シリコンからなるZ 可動電極 6 2 のべ一ス部 6 5 を利用 して構成され

ている。また、図 2 に示すように、 Z 第 2 駆動配線 7 8 は、支持部 1 4 上に

引き回され、その一部がパッド1 3 として露出している。

[0047] 半導体基板 3 において、 Z 固定電極 6 1 および Z 可動電極 6 2 の上面およ

び側面は、第 1絶縁膜 3 3 および第 2 絶縁膜 3 4 とともに、酸化シリコン （

S i 0 2 ) からなる保護薄膜 3 5 で被覆されている。

また、半導体基板 3 の表面における空洞 1 0 外の部分では、第 2 絶縁膜 3

4 上に、第 3 絶縁膜 3 6 、第4 絶縁膜 3 7 、第 5 絶縁膜 3 8 および表面保護

膜 3 9 が順に積層されている。当該部分において、 Z 第 1検出配線 7 5 、 Z

第 1駆動配線 7 6 、 Z 第 2 検出配線 7 7 および Z 第 2 駆動配線 7 8 と対向す



る部分には、これらをパッド1 3 として露出させる開口8 2 が、表面保護膜

3 9 から第 5 、第4 および第 3 絶縁膜 3 6 を貫通 して形成されている。

[0048] そ して、このZ 軸センサ 8 では、 Z 第 1駆動配線 7 6 および Z 第 2 駆動配

線 7 8 を介 してZ 固定電極 6 の対向部 8 4 とZ 可動電極 6 2 の先端部 7 0

との間に、同極性/ 異極性の駆動電圧が交互に与えられる。これにより、 Z

固定電極 6 の対向部 8 4 —Z 可動電極 6 2 の先端部 7 0 間にクーロン斥力

/ クーロン引力が交互に発生する。その結果、櫛歯状のZ 可動電極 6 2 が振

り子であるかのように、同 じく櫛歯状のZ 固定電極 6 を振動の中心として

、 Z 固定電極 6 1 に対 してZ 軸方向に沿って上下に振動 （振動 U z ) する。

この状態において、 Z 可動電極 6 2 がX 軸を中心軸として回転すると、 Y 軸

方向にコリオ リカ F y が生 じることになる。このコリオ リカ F y により、互

いに隣接するZ 固定電極 6 の電極部 6 4 と、 Z 可動電極 6 2 の電極部 6 6

の中間部 7 2 との対向面積 S が変化する。そして、当該電極間距離 d の変化

に起因するZ 可動電極 6 2 _ Z 固定電極 6 間の静電容量C の変化を、 Z 第

検出配線 7 5 および Z 第 2 検出配線 7 7 を介 して検出することによって、

X 軸まわりの角速度 ω X が検出される。なお、この実施形態では、X 軸まわ

りの角速度 ω χ は、X 軸センサ 6 を取り囲む Ζ 軸センサ 8 の検出値と、 Υ 軸

センサ 7 を取り囲む Ζ 軸センサ 8 の検出値との差分をとることにより求めら

れる。

[0049] 差分は、たとえば、X 軸センサ 6 を取り囲む Ζ 軸センサ 8 の固定電極およ

び可動電極と、 Υ 軸センサ 7 を取り囲む Ζ 軸センサ 8 の固定電極および可動

電極との位置関係を反対にすることによって得ることができる。つまり、一

方の Ζ 軸センサ 8 において、前述のように、支持部 1 4 の環状部 1 7 を取り

囲むように Ζ 可動電極 6 2 を配置 し、この Ζ 可動電極 6 2 をさらに取り囲む

ように、 Ζ 固定電極 6 1 を配置する。これに対 し、他方の Ζ 軸センサ 8 にお

いては、支持部 1 4 の環状部 1 7 を取り囲むように Ζ 固定電極を配置 し、こ

の Ζ 固定電極をさらに取り囲むように、 Ζ 可動電極を配置する。これにより

、 1 対の Ζ 軸センサ 8 間において、 Ζ 可動電極 6 2 ともう一方の Ζ 可動電極



の揺 れ方 が異 な るの で、 差 分 が生 じる こ と とな る。

[0050] また、 一方 お よび他 方 の Z 軸 セ ンサ 8 の 固定 電極 お よび可 動 電極 の位 置 関

係 が 同 じ場 合 で も、 可 動 電極 の反 り方 向 を反 対 にす る こ とに よ って、 差 分 を

得 る こ とが で きる。 つ ま り、 一方 お よび他 方 の Z 軸 セ ンサ 8 にお いて、 前 述

の よ うに、 支 持部 1 4 の環 状 部 1 7 を取 り囲 む よ うに Z 可 動 電極 を配 置 し、

この Z 可 動 電極 を さ らに取 り囲 む よ うに、 Z 固定 電極 を配 置 した上 で、 他 方

の Z 可 動 電極 の反 り方 向 を、 空 洞 1 0 か ら離 れ る方 向 で はな く、 当該 Z 可 動

電極 が Z 固定 電極 の裏 面 か らはみ 出す よ うに、 半導 体 基板 3 の裏 面 へ 向 か う

方 向 とす る。 これ に よ り、 1 対 の Z 軸 セ ンサ 8 間 にお いて、 Z 可 動 電極 が振

動 す る と きに容 量差 が生 じるの で、 差 分 が生 じる こ と とな る。

< 集積 回路 の構 成 >

次 に、 図 8 を参 照 して、 集積 回路 の構 成 を説 明 す る。 図 8 は、 図 1 に示 す

集積 回路 の模 式 断面 図 で あ る。 な お、 図 8 は、 前 述 の他 の断面 図 （図 4 、 図

6 お よび 図 7 ) とは縮 尺 が異 な るため、 同一符 号 が割 り当て られ た部 分 で あ

つて も、 表 現 上 の大 きさが異 な って い る。

[0051 ] 上 述 した よ うに、 X 軸 セ ンサ 6 、 Y 軸 セ ンサ 7 お よび Z 軸 セ ンサ 8 が形 成

され た この半導 体 基板 3 上 には、 これ らを取 り囲 む よ うに集積 回路 5 が形 成

され て い る。

集積 回路 5 は、 C M O S デバ イ ス に よ り構 成 され て お り、 半導 体 基板 3 上

に形 成 され た N チ ャネル M O S F E T 9 お よび P チ ャネル M O S F E T 9

2 を含 ん で い る。

N チ ャネル M O S F E T 9 が形 成 され る N M 0 S 領 域 9 3 と、 P チ ヤネ

ル M O S F E T 9 2 が形 成 され る P M O S 領 域 9 4 とは、 素 子分離 部 9 5 に

よ り、 それ ぞれ周 囲 か ら絶 縁 分離 され て い る。

[0052] 素 子分離 部 9 5 は、 半導 体 基板 3 にその表 面 か ら比較 的浅 く掘 り下 が った

トレンチ （シ ャ 口一 トレンチ 9 6 ) を形 成 し、 その シ ャ ロ一 トレンチ 9 6 の

内面 に熱酸 化 法 に よ り熱酸 化膜 9 7 を形 成 した後 、 C V D (Chem i ca l Vapor

Depos i t i on ：化学 気相 成 長 ）法 に よ り絶 縁 体 9 8 ( た とえ ば、 酸 化 シ リコ ン



( S i 0 2 ) ) をシャロ一 トレンチ 9 6 内に堆積 させることによ り形成 されて

いる。

[0053] N M O S 領域 9 3 には、 P 型 ゥエル 9 9 が形成 されている。 P 型 ゥエル 9

9 の深 さは、 シャロ一 トレンチ 9 6 の深 さよ りも大 きい。 P 型 ゥエル 9 9 の

表層部 には、チャネル領域 1 0 0 を挟んで、 N 型のソース領域 1 0 1 および

ドレイン領域 1 0 2 が形成 されている。 ソース領域 1 0 1 および ドレイン領

域 1 0 2 のチャネル領域 1 0 0 側 の端部 は、 その深 さおよび不純物濃度が小

さ くされている。すなわち、 N チャネル M O S F E T 9 1 では、 L D D ( L i g

ht Ly Doped Dra i n) 構造が適用されている。

[0054] チ ャネル領域 1 0 0 上 には、ゲ一 卜絶縁膜 1 0 3 が設 け られている。 この

ゲー ト絶縁膜 1 0 3 は、前述の第 1 絶縁膜 3 3 と同一層 （すなわち、半導体

基板 3 の表面 に接 している。）に形成 されている。

ゲ一 卜絶縁膜 1 0 3 上 には、ゲ一 卜電極 1 0 4 が設 け られている。ゲ一 卜

電極 1 0 4 は、 N 型多結晶シ リコン （P o I y _ S i ) か らなる。

[0055] ゲ一 卜絶縁膜 1 0 3 およびゲ一 卜電極 1 0 4 の周囲には、サイ ドウオ ー ル

1 0 5 が形成 されている。サイ ドウォール 1 0 5 は、窒化シ リコン （S i N

) か らなる。

ソース領域 1 0 1 、 ドレイン領域 1 0 2 およびゲ一 卜電極 1 0 4 の表面 に

は、 それぞれシ リサイ ド1 0 6 ~ 1 0 8 が形成 されている。

P M 0 S 領域 9 4 には、 N 型 ゥエル 1 0 9 が形成 されている。 N 型 ゥエル

1 0 9 の深 さは、 シャロ一 トレンチ 9 6 の深 さよ りも大 きい。 N 型 ゥエル 1

0 9 の表層部 には、チャネル領域 1 1 0 を挟んで、 P 型のソース領域 1 1 1

および ドレイン領域 1 1 2 が形成 されている。 ソース領域 1 1 1 および ドレ

イン領域 1 1 2 のチャネル領域 1 1 0 側 の端部 は、 その深 さおよび不純物濃

度が小さ くされている。すなわち、 P チャネル M O S F E T 9 2 では、 L D

D 構造が適用されている。

[0056] チ ャネル領域 1 1 0 上 には、ゲ一 卜絶縁膜 1 1 3 が形成 されている。ゲ一

卜絶縁膜 1 1 3 は、酸化シ リコンか らなる。



ゲ一 卜絶縁膜 1 1 3 上には、ゲ一 卜電極 1 1 4 が形成されている。ゲ一 卜

電極 1 1 4 は、 P型多結晶シリコンからなる。

ゲ一 卜絶縁膜 1 1 3 およびゲ一 卜電極 1 1 4 の周囲には、サイ ドウオール

5 が形成されている。サイ ドウオール 1 1 5 は、 S i N からなる。

[0057] ソース領域 1 1 1、 ドレイン領域 1 2 およびゲ一 卜電極 1 1 4 の表面に

は、それぞれシリサイ ド1 1 6 ~ 1 8 が形成されている。

そして、半導体基板 3 上には、第 2 〜第 5 絶縁膜 3 4 ，3 6 ~ 3 8 および

表面保護膜 3 9 が順に積層されている。これらの絶縁膜は、図4 、図 6 およ

び図 7 に示 した第 2 〜第 5 絶縁膜 3 4 ，3 6 3 8 および表面保護膜 3 9 と

同 じものである。

[0058] 最下層の第 2 絶縁膜 3 4 上には、 ドレイン配線 1 1 9 ， 1 2 0 およびソ一

ス配線 1 2 1， 1 2 2 が形成されている。これらの配線は、アルミニウム （

A I ) からなり、前述 したX 軸センサ 6 、Y 軸センサ 7 および Z 軸センサ 8

の配線 （X 第 1駆動/ 検出配線 2 9 、 Z 第 1検出配線 7 5 など）と同一層に

形成されている。

ソース配線 1 2 1， 1 2 2 は、それぞれソース領域 1 0 1 およびソース領

域 1 1 1 の上方に形成されている。ソース配線 1 2 とソース領域 1 0 1 と

の間、およびソース配線 1 2 2 とソース領域 1 1 1 との間において、第 2 絶

縁膜 3 4 には、それらを電気的に接続するためのコンタク トプラグ 1 2 3 ，

1 2 4 が貫通 して設けられている。

[0059] ドレイン配線 1 1 9 ， 1 2 0 は、それぞれ ドレイン領域 1 0 2 および ドレ

イン領域 1 1 2 の上方に形成されている。 ドレイン配線 1 9 と ドレイン領

域 1 0 2 との間、および ドレイン配線 1 2 0 と ドレイン領域 1 1 2 との間に

おいて、第 2 絶縁膜 3 4 には、それらを電気的に接続するためのコンタク ト

プラグ 1 2 5 ， 1 2 6 が貫通 して設けられている。

また、第 3 〜第 5 絶縁膜 3 6 ~ 3 8 上にも、同様に配線 1 2 7 がそれぞれ

形成されており、各層の絶縁膜の配線 1 2 7 は、コンタク トプラグ 1 2 8 を

介 して互いに電気的に接続されている。なお、最上層の第 5 絶縁膜 3 8 では



、 ドレイン酉己糸泉 2 9 が ドレイン領域 0 および ドレイン領域 に跨

つて形成 されてお り、当該 ドレイン配線 1 2 9 が、 N チャネル M O S F E T

9 1 の ドレイン配線 1 1 9 と P チャネル M O S F E T 9 2 の ドレイン配線 1

2 0 の両方に接続 されている。 また、 コンタク トプラグ 1 2 3 ~ 1 2 6 ，

2 8 は、 タングステ ン （W) か らなる。

[0060] また、表面保護膜 3 9 には、最上層の第 5 絶縁膜 3 8 上に形成 された ドレ

イン配線 1 2 9 の一部 をパ ッ ドと して露出させる開口 1 3 0 が形成 されてい

る。ノ《ッ ドと して露出 した ドレイン配線 1 2 9 は、樹脂パ ッケージ 2 により

パ ッケージングされた状態において、たとえば、ボンデ ィングワイヤ （図示

せず）などにより電極パ ッ ド9 と電気的に接続 される。

< ジャイロセンサ 1 の製造方法>

次に、図 9 A 〜図 3 6 A 、図 9 B 〜図 3 6 B および図 9 C 〜図 3 6 C を参

照 して、上述 したジャイロセンザの製造工程 を工程順 に説明する。

[0061 ] 図 9 A 〜図 3 6 A は、本発明の一実施形態に係 るジャイロセンサの製造ェ

程 を工程順 に示す模式的な断面図であって、図 4 と同 じ位置での切断面を示

す。図 9 B 〜図 3 6 B は、本発明の一実施形態に係 るジャイロセンサの製造

工程 を工程順 に示す模式的な断面図であって、図 6 と同 じ位置での切断面を

示す。図 9 C 〜図 3 6 C は、本発明の一実施形態に係 るジャイロセンサの製

造工程 を工程順 に示す模式的な断面図であって、図 8 と同 じ位置での切断面

を示す。

[0062] このジャイロセンサ 1 を製造するには、 まず、図 9 A 〜図 9 C に示すよう

に、導電性シ リコンか らなる半導体基板 3 の表面が熱酸化 （たとえば、温度

1 0 0 1 2 0 0 °C、膜厚 5 0 0 0 A ) される。 これにより、半導体基板

3 の表面に第 1 絶縁膜 3 3 が形成 される。その際、 Z 可動電極 6 2 を形成す

べ き領域の酸化時間を他の部分の酸化時間よりも長 くして、当該領域の膜厚

を大 きくする。

[0063] 次いで、図 1 O A および図 1 0 B に示すように、公知のパターニング技術

により、第 1 絶縁膜 3 3 がパターニングされ、 X 軸センサ 6 および Z 軸セン



サ 8 において絶縁層 2 8 ，6 8 ，6 9 ， 7 3 ， 7 4 を埋め込むべき領域に開

口 1 8 が形成される。次いで、第 1絶縁膜 3 3 をハー ドマスクとする異方性

の深掘 りR I E (React i ve Ion Etch i ng ：反応性イオンエッチング）により

、具体的にはボッシュプロセスにより、半導体基板 3 が掘 り下げられる。 こ

れにより、半導体基板 3 に トレンチ 1 9 が形成される。ボッシュプロセスで

は、 S F 6 (六フッ化硫黄）を使用 して半導体基板 3 をエッチングする工程 と

、C 4 F 8 (パ一フル才ロシクロブタン）を使用 してエッチング面に保護膜を

形成する工程 とが交互に繰 り返される。 これにより、高いアスペク ト比で半

導体基板 3 をエッチングすることができるが、エッチング面 （卜レンチの内

周面）にスキヤロップと呼ばれる波状の凹凸が形成される。 この際、集積回

路 5 を形成すべき領域は、図 1 0 C に示すように、前工程終了後のままの状

態が維持される。

[0064] 次いで、図 1 1 A および図 1 1 B に示すように、 トレンチ 1 9 内部および

半導体基板 3 の表面が熱酸化され （たとえば、温度 1 1 0 0 ~ 1 2 0 0 °C )

、その後、酸化膜の表面がエッチバ ックされる （たとえば、エッチバ ック後

の膜厚が 2 1 8 0 0 A ；) 。 これにより、 トレンチ 1 9 を埋め尽 くす絶縁層 2

8 ，6 8 ，6 9 ， 7 3 , 7 4 が形成される。 この際、集積回路 5 を形成すベ

き領域は、図 1 1 C に示すように、前工程終了後のままの状態が維持される

[0065] 次いで、図 1 2 A 〜図 2 3 A および図 1 2 B 〜図 2 3 B に示すように、セ

ンサ部 4 を形成すべき領域は、図 1 2 C 〜図 2 3 C に示す工程により集積回

路 5 を形成すべき領域にN チャネルM O S F E T 9 および P チャネルM O

S F E T 9 が形成されるまで、前工程終了後のままの状態が維持される （

ただ し、図 1 7 C におけるエッチバ ック時を除 く）。

集積回路 5 を形成すべき領域においては、センサ部 4 を形成すべき領域に

絶縁層 6 8 ，6 9 ， 7 3 ， 7 4 が形成された後、図 1 2 C に示すように、 C

V D法により、第 1絶縁膜 3 3 上に窒化シ リコン膜 2 0 が形成される。

[0066] 次いで、図 1 3 C に示すように、公知のパターニング技術により、窒化シ



リコン膜 2 0 および第 1絶縁膜 3 3 がパターニングされ、シャ口一 トレンチ

9 6 を形成すべき領域に開口5 3 が形成される。次いで、窒化シリコン膜 2

0 および第 1絶縁膜 3 3 をハ一 ドマスクとする ドライエッチングにより、半

導体基板 3 が掘 り下げられる。これにより、半導体基板 3 にシャロ一 トレン

チ 9 6 が形成される。次いで、窒化シリコン膜 2 0 および第 1絶縁膜 3 3 を

残 した状態で熱酸化することにより、シャロ一 トレンチ 9 6 の内面が酸化さ

れる。これにより、シャロ一 トレンチ 9 6 の内面に熱酸化膜 9 7 が形成され

る。

[0067] 次いで、図 1 4 C に示すように、C V D法により、半導体基板 3 上に酸化

シリコン （S i 0 2 ) が堆積され、その後、エッチバックされる。これにより

、シャロ一 トレンチ 9 6 内を埋め尽 くす絶縁体 9 8 が形成される。絶縁体 9

8 の形成後、窒化シリコン膜 2 0 が除去される。

次いで、図 1 5 C に示すように、 P M O S領域 9 4 を選択的に露出させる

開口を有するレジス 卜5 4 が形成され、当該 レジス 卜5 4 をマスクとして、

N型不純物 （たとえば、 リン （P ) イオン）が注入 （インプランテーション

) される。

[0068] 次いで、図 1 6 C に示すように、 N M O S領域 9 3 を選択的に露出させる

開口を有するレジス 卜5 5 が形成され、当該 レジス 卜5 5 をマスクとして、

P型不純物 （たとえば、ボロン （B ) イオン）が注入 （インプランテ一ショ

ン）される。

この後、半導体基板 3 が熱処理されることにより、注入されたイオンが活

性化 して、半導体基板 3 にN型ゥエル 1 0 9 および P型ゥエル 9 9 が形成さ

れる。

[0069] 次いで、図 1 7 C に示すように、エッチバックにより、第 1絶縁膜 3 3 が

薄 くされて、ゲ一 卜絶縁膜 1 0 3 ， 1 1 3 が形成される。

次いで、図 1 8 C に示すように、C V D法により、ゲ一 卜絶縁膜 1 0 3 ，

1 3 上に多結晶シリコン層 5 6 が形成される。

次いで、図 1 9 C に示すように、ゲ一 卜電極 1 0 4 ， 1 1 4 を形成すべき



領域以外の領域 に開口を有する レジス 卜5 7 が形成 され、当該 レジス 卜5 7

をマスクと して、多結晶シ リコン層 5 6 がエ ッチングされる。 これにより、

ゲ一 卜電極 1 0 4 ， 1 1 4 が形成 される。ゲ一 卜電極 1 0 4 ， 1 1 4 の形成

後、当該 レジス 卜5 7 は除去される。次いで、公知のイオ ン注入技術 により

、ゲ一 卜電極 1 0 4 に N 型不純物が注入され、ゲ一 卜電極 1 1 4 に P 型不純

物が注入される。 この際、 N M O S 領域 9 3 および P M O S 領域 9 4 のそれ

ぞれの表層部 には、不純物ィオ ンが薄い濃度で注入される。

[0070] ゲ一 卜電極 1 0 4 ， 1 4 にイオ ン注入後、図 2 0 C に示すように、 C V

D 法 により、半導体基板 3 上に、窒化シ リコン膜 5 8 が形成 される。

次いで、図 2 1 C に示すように、窒化シ リコン膜 5 8 がエ ッチバ ックされ

ることにより、サイ ドウォール 1 0 5 ， 1 1 5 が同時に形成 される。

次いで、図 2 2 C に示すように、半導体基板 3 上に、 N M O S 領域 9 3 を

選択的に露出させる開口を有する レジス 卜 （図示せず）が形成 され、当該 レ

ジス 卜の開口を介 して、半導体基板 3 に N 型不純物が注入される。 これによ

り、 N 型のソー ス領域 1 0 1 および ドレイ ン領域 1 0 2 が形成 される。 また

、半導体基板 3 上に、 P M O S 領域 9 4 を選択的に露出させる開口を有する

レジス 卜 （図示せず）が形成 され、当該 レジス 卜の開口を介 して、半導体基

板 3 に P 型不純物が注入される。 これにより、 P 型のソース領域 1 1 1 およ

び ドレイン領域 1 1 2 が形成 される。

[0071 ] 次 いで、図 2 3 C に示すように、 ソース領域 1 0 1 ， 1 1 1 、 ドレイン領

域 1 0 2 ， 1 1 2 およびゲ一 卜電極 1 0 4 ， 1 1 4 の表層部がシ リサイ ド化

されることにより、シ リサイ ド1 0 6 ~ 1 0 8 ， 6 8 が形成 され

る。

次いで、図 2 4 A 〜図 2 4 C に示すように、 C V D 法 により、半導体基板

3 上に、酸化シ リコンか らなる第 2 絶縁膜 3 4 が積層される。

[0072] 次 いで、図 2 5 A 〜図 2 5 C に示すように、センサ部 4 のコンタク トプラ

グ 3 1 ， 5 1 ， 7 9 ， 8 0 ， 8 5 ， 8 6 および集積回路 5 のコンタク トブラ

グ 1 2 3 ~ 1 2 6 ， 2 8 を形成すべ き領域 に開口を有する レジス 卜 （図示



せず）が形成され、当該 レジス 卜の開口を介 して第 2 絶縁膜 3 4 および第 1

絶縁膜 3 3 が連続 してエッチングされる。これにより、コンタク トプラグを

埋設するためのコンタク トホールが同時に形成される。

[0073] 次いで、図 2 6 A 〜図 2 6 C に示すように、C V D法により、コンタク ト

ホールを埋め尽 くすタンダステン膜が堆積され、堆積されたタンダステン膜

がC M P により研磨される。これにより、タングステンからなる、センサ部

4 のコンタク トプラグ3 1， 5 1， 7 9 ， 8 0 ， 8 5 ， 8 6 および集積回路

5 のコンタク 卜プラグ 1 2 3 ~ 1 2 6 ， 1 2 8 が同時に形成される。

[0074] 次いで、図 2 7 A 〜図 2 7 C に示すように、スパッタ法により、第 2 絶縁

膜 3 4 上にアルミニウムが堆積 （たとえば、 7 0 0 0 A ) され、そのアルミ

ニゥ厶堆積層がパターニングされる。これにより、第 2 絶縁膜 3 4 上に、セ

ンサ部 4 の配線 （X 第 1駆動/ 検出配線 2 9 、 Z 第 1検出配線 7 5 など）お

よび集積回路 5 の配線 （ドレイン配線 1 1 9 ， 1 2 0 、ソース配線 1 2 1，

1 2 2 ) が同時に形成される。

[0075] 次いで、図 2 8 A 〜図 2 8 C に示すように、C V D法により、第 2 絶縁膜

3 4 上に、第 3 絶縁膜 3 6 が積層される。

その後、図 2 9 A 〜図 2 9 C に示すように、C V D法による絶縁膜の堆積

、コンタク トブラグの形成およびアルミニゥ厶配線の形成が順に繰 り返 し行

われて、第4 絶縁膜 3 7 および第 5 絶縁膜 3 8 上のそれぞれに配線 1 2 7 が

形成された多層配線構造が形成される。多層配線構造の形成後、表面保護膜

3 9 が形成される。

[0076] 次いで、図 3 O A および図 3 0 B に示すように、半導体基板 3 の空洞 1 0

を形成すべき領域上の第 3 〜第 5 絶縁膜 3 6 ~ 3 8 および表面保護膜 3 9 が

、エッチングにより除去される。同時に、センサ部 4 の配線 （X 第 1駆動/

検出配線 2 9 、 Z 第 1検出配線 7 5 など）をパッド1 3 として露出させるた

めの開口8 2 と、集積回路 5 において、最上層の ドレイン配線 1 2 9 をパッ

ドとして露出させる開口 1 3 0 が、図 3 0 C に示すように形成される。これ

により、C M O S からなる集積回路 5 が得 られる。 したがって、図 3 1 C ~



図 3 6 C に示すように、集積回路 5 を形成すべき領域は、図 3 1 A 〜図 3 6

A および図 3 1 B 〜図 3 6 B に示す工程によりセンサ部 4 を形成すべき領域

に空洞 1 0 が形成されて、X 軸センサ 6 、 Y 軸センサ 7 および Z 軸センサ 8

が形成されるまで、集積回路 5 が作製されたままの状態が維持される。

[0077] センサ部 4 を形成すべき領域においては、空洞 1 0 を形成すべき領域の第

3 〜第 5 絶縁膜 3 6 ~ 3 8 および表面保護膜 3 9 が除去された後、本発明の

一実施形態に係る半導体基板のエツチング方法により、半導体基板 3 におけ

る、X 固定電極 2 ，Y 固定電極 4 および Z 固定電極 6 、ならびにX 可

動電極 2 2 ，Y 可動電極 4 2 および Z 可動電極 6 2 を形成すべき領域を区画

する、第 1 エッチング領域および第 2 エッチング領域としてのエッチング領

域 8 7 がエッチングされる。

[0078] このエッチング領域 8 7 は、それぞれ独立 して区画された多数の部分 （た

とえば、X 可動電極 2 2 のビーム部 2 5 を区画する領域 8 7 1、 X 固定電極

とX 可動電極 2 2 とが嚙み合って形成される櫛歯を区画 し、当該櫛歯の

隙間を形成すべき領域 8 7 2 、 Z 固定電極 6 とZ 可動電極 6 2 とが嚙み合

つて形成される櫛歯を区画 し、当該櫛歯の隙間を形成すべき領域 8 7 3 、た

とえば、 Z 固定電極 6 の トラス構造を画成する三角形の空間を形成すべき

領域 8 7 4 など）を含んでいる。

[0079] 具体的には、図 3 1 A 、図 3 1 B、図 3 7 (図 3 7 の切断線 A _ A での切

断面が図 3 1 A である。）および図 3 8 (図 3 8 の切断線 B _ B での切断面

が図 3 1 B である。）に示すように、 レジス 卜5 9 が、半導体基板 3 上に形

成される。 レジス 卜5 9 は、それぞれ独立 した複数のエツチング領域 8 7 ご

とに対向する、同一パターン （この実施形態では、同一の形状および大きさ

の平面視円形のパターン）の開口8 8 を多数有 している。

[0080] レジス 卜5 9 の単位面積 （1 m m 2) の開口率が、たとえば、 1 ~ 2 0 %で

ある。また、隣り合う開口8 8 の中心間の距離 Dは、たとえば、 3 m~ 3

O mである。なお、図 3 7 および図 3 8 では、図解 し易くするために、開

口8 8 を大きめに表 しているが、実際には、それらの開口8 8 は、X 固定電



極 2 、 Z 固定電極 6 などの大きさに比べて非常に小さくされている。

[0081 ] 次いで、当該レジス 卜5 9 をマスクとする異方性の深掘りR I E により、

具体的にはボッシュプロセスにより、半導体基板 3 が掘り下げられる。当該

深掘りR I E は、エッチング深さが、形成すべきX 固定電極 2 1 ，Y 固定電

極 4 および Z 固定電極 6 、ならびにX 可動電極 2 2 , Y 可動電極 4 2 お

よび Z 可動電極 6 2 の厚さと同じになるまで続けられる。これにより、半導

体基板 3 の表面部に、深さがほぼ等 しく揃った第 1 凹部としての円柱状の凹

部 8 9 が多数形成される。同時に、エッチング領域 8 7 内に、 X 固定電極 2

1 ，Y 固定電極 4 1 および Z 固定電極 6 1、ならびにX 可動電極 2 2 ，Y 可

動電極 4 2 および Z 可動電極 6 の平面外形が形成される。深掘りR I E後

、 レジス 卜5 9 が剥離される。

[0082] 次いで、図 3 2 A および図 3 2 B に示すように、凹部 8 9 内にエッチング

液 （たとえば、フッ硝酸）が供給される。これにより、多数の凹部 8 9 を区

画する半導体基板 3 の側壁 9 0 が、半導体基板 3 の表面に平行な横方向にェ

ツチングされて除去される。こうして、半導体基板 3 の表面部が、 X 固定電

極 2 1 ，Y 固定電極 4 1 および Z 固定電極 6 1、ならびにX 可動電極 2 2 ，

Y 可動電極 4 2 および Z 可動電極 6 2 の形状に成形されるとともに、それら

の間に第 2 凹部としての トレンチ 6 0 が形成される。

[0083] なお、凹部 8 9 に供給されたエツチング液は、半導体基板 3 における各電

極 （X 固定電極 2 1、 Z 固定電極 6 など）となる部分にも接触することに

なるが、当該部分の厚さに比べて凹部 8 9 を区画する側壁 9 0 の幅が非常に

小さい。たとえば、図 3 B に示すように、 Z 固定電極 6 となる部分の半

導体基板 3 の表面に沿う幅 に対する側壁 9 0 の幅W 2 / 2 ) が、 1

0 ~ 0 0 である。そのため、各電極 （X 固定電極 2 1、 Z 固定電極 6 1 な

ど）となる部分の形状を設計通りに維持することができる。また、 トレンチ

6 0 は、円筒状の多数の凹部 8 9 が一体化 したものであり、その底壁の状態

が凹部 8 9 の底壁のまま維持されるので、平坦とならず、実際には起伏があ

る凸凹な面となることがある。



[0084] 次いで、図 3 3 A および図 3 3 B に示すように、熱酸化法または P E C V

D法により、X 固定電極 2 1，Y 固定電極 4 1 および Z 固定電極 6 1、なら

びにX 可動電極 2 2 ，Y 可動電極 4 2 および Z 可動電極 6 2 の表面全域およ

び トレンチ 6 0 の内面全域 （つまり、 トレンチ 6 0 を区画する側面および底

面）に、酸化シリコン （S i 0 2 ) からなる保護薄膜 3 5 が形成される。

[0085] 次いで、図 3 4 A および図 3 4 B に示すように、エッチバックにより、保

護薄膜 3 5 における トレンチ 6 0 の底面上の部分が除去される。これにより

、 トレンチ 6 0 の底面が露出した状態となる。

次いで、図 3 5 A および図 3 5 B に示すように、表面保護膜 3 9 をマスク

とする異方性の深掘 りR I E により、 トレンチ 6 0 の底面がさらに掘 り下げ

られる。これにより、 トレンチ 6 0 の底部に、半導体基板 3 の結晶面が露出

した露出空間 8 3 が形成される。

[0086] この異方性の深掘 りR I E に引き続いて、図 3 6 A および図 3 6 B に示す

ように、等方性のR I E により、 トレンチ 6 0 の露出空間 8 3 に反応性ィ才

ンおよびエッチングガスが供給される。そして、その反応性イオンなどの作

用により、半導体基板 3 が、各露出空間 8 3 を起点に半導体基板 3 の厚さ方

向にエッチングされつつ、半導体基板 3 の表面に平行な方向にエツチングさ

れる。これにより、互いに隣接する全ての露出空間 8 3 が一体化 して、半導

体基板 3 の内部に空洞 1 0 が形成されるとともに、空洞 1 0 内において、X

固定電極 2 ，Y 固定電極 4 および Z 固定電極 6 、ならびにX 可動電極

2 2 , Y 可動電極 4 2 および Z 可動電極 6 2 が浮いた状態となる。

[0087] なお、この空洞 1 0 を形成するに際 しても、図 3 1 A 、図 3 1 B、図 3 7

および図 3 8 に示 した方法を適用 して、まず深掘 りR I E により、同一バタ

—ンの開口を有する多数の凹部を形成 し、次いで、等方性エッチングにより

、それらの凹部の側壁を除去 して露出空間 8 3 を形成 し、その後、露出空間

8 3 が一体化させてもよい。ただ し、空洞 1 0 を底面側から区画する半導体

基板 3 の底壁 1 2 の深さ位置は、ジャイロセンサ 1 の動作に特に悪影響を与

えないので、適用 しなくてもよい。



[0088] 以上の工程 を経て、図 1 に示すジャイロセンサ 1 が得 られる。

< 作用効果>

以上のように、上記 したジャイロセンサ 1 の製造方法によれば、半導体基

板 3 の表面部 にX 固定電極 2 ， Y 固定電極 4 および Z 固定電極 6 、な

らびにX 可動電極 2 2 , Y 可動電極 4 2 および Z 可動電極 6 2 を画成するた

めに、半導体基板 3 を選択的にエ ッチングするためのエ ッチング領域 8 7 (

た とえば、領域 8 7 1 ~ 8 7 4 な どを含む領域）が設定される。

[0089] そ して、 これ ら電極 を画成するための トレンチ 6 0 の形成 に先立 って、第

ステ ツプと して、図 3 1 A 、図 3 1 B 、図 3 7 および図 3 8 に示すように

、半導体基板 3 が、同一パターン （この実施形態では、同一形状および大 き

さの平面視円形のパターン）の開口 8 8 を多数有する レジス 卜5 9 をマスク

と して、異方性の深掘 り反応性イオ ンエ ッチングされる。つまり、エ ツチン

グ領域 8 7 内の半導体が、同—パターンで深掘 り反応性ィオ ンエ ツチングさ

れる。 これにより、半導体基板 3 の表面部 に、深さがほぼ等 しく揃 った凹部

8 9 を多数形成することができる。

[0090] その後、第 2 ステ ップと して、図 3 2 A および図 3 2 B に示すように、多

数の凹部 8 9 を区画する半導体基板 3 の側壁 9 0 が、半導体基板 3 の表面に

平行な横方向にエ ッチングされて除去される。 こう して、多数の凹部 8 9 が

—体化され、 これによりエ ッチング領域 8 7 を占める トレンチ 6 0 が形成 さ

れる。 これにより、半導体基板 3 のエ ッチング領域 8 7 を選択的にエ ツチン

グすることができ、 X 固定電極 2 ， Y 固定電極 4 および Z 固定電極 6

、な らびにX 可動電極 2 2 ， Y 可動電極 4 2 および Z 可動電極 6 2 の形状 に

成形 しつつ、それ らの間に トレンチ 6 0 を形成することができる。

[0091 ] このように、第 1 ステ ップと して、形状や大 きさの揃 ったパターンで半導

体基板 3 を垂直に深掘 り反応性ィオ ンエ ツチング して深さのほぼ等 しく凹部

8 9 を形成することにより、 トレンチ 6 0 を設計通 りの深さで形成すること

ができる。そのため、エ ッチング領域 8 7 2 、 8 7 3 のような非常に入 り組

んだ領域 と、エ ッチング領域 8 7 4 のような形状が単純な領域 とのように、



エッチングされる領域の形状ゃ大きさが全 く異なっていても、正確に制御さ

れた深さの トレンチ 6 0 を形成できる。よって、当該 トレンチ 6 0 により画

成されるX 固定電極 2 ， Y 固定電極 4 および Z 固定電極 6 、な らびに

X 可動電極 2 2 ， Y 可動電極 4 2 および Z 可動電極 6 2 を、設計通 りの厚さ

(半導体基板 3 の厚さ方向における厚さ）で形成することができる。その結

果、 X 固定電極 2 の電極部 2 4 とX 可動電極 2 2 の電極部 2 7 との対向面

積、 Y 固定電極 4 の電極部 4 4 とY 可動電極 4 2 の電極部 4 7 との対向面

積、および Z 固定電極 6 の電極部 6 4 と Z 可動電極 6 2 の中間部 7 2 との

対向面積 S をそれぞれ設計通 りにできるので、ジャイロセンサ 1 の角速度を

良好に検出することができる。

[0092] さ らに、領域 8 7 1 、 8 7 2 、 8 7 3 および 8 7 4 などの複数のエツチン

グ領域が混在するエツチング領域 8 7 を選択的にエツチングする場合でも、

トレンチ 6 0 の深さを正確に制御できるので、エッチング領域 8 7 内に形成

される トレンチ 6 0 全部 をほぼ等 しい深さに揃えることができる。

また、図 3 7 および図 3 8 に示すように、第 1 ステ ップの深掘 りR I 巳の

際には、半導体基板 3 上のいずれの箇所か らも形状が同 じパターン （この実

施形態では、平面視円形）でエッチングするので、半導体基板 3 上に形成さ

れるレジス 卜5 9 をパターニングするためのマスクが 1枚で済む。そのため

、製造コス トが低減することができる。さらに、 レジス 卜5 9 のパターニン

グが 1 回で済むため、製造時間を短縮することもできる。

[0093] 以上、本発明の一実施形態について説明 したが、本発明はさらに他の形態

で実施することもできる。

たとえば、前述の実施形態では、本発明の一実施形態に係るエッチング方

法が採用される例 として、静電容量型ジャイロセンサを取 り上げたが、当該

エッチング方法は、静電容量型加速度センサの各軸 （X 軸、 Y 軸および Z 軸

) の固定電極および可動電極 を形成する際に適用することもできる。 また、

静電容量型のジャイロセンサおよび加速度センサの電極製造に適用できるだ

けでな く、たとえば、 ピエゾ抵抗型圧力センサの基準圧室 となる凹部を半導



体基板に形成する際、 トレンチゲ一 卜型M O S F E T のゲ一 卜トレンチを形

成する際など、半導体基板に凹部を形成する工程全般に適用することができ

る。

[0094] また、前述の実施形態では、第 1 ステップとして形成するパターンは、図

3 7 および図 3 8 に示すように平面視円形であつたが、同一パターンであれ

ば、平面視楕円形、正方形、長方形、ひ し形、三角形、台形などであっても

よい。

また、前述の実施形態では、半導体基板 3 上にセンサ部 4 と集積回路 5 と

が混載された態様を説明 したが、センサ部 4 および集積回路 5 は、それぞれ

別個の半導体基板に形成されてもよい。

[0095] また、半導体基板 3 の表面上を引き回されるセンサのアルミニウム配線 （

たとえば、X 第 1駆動/ 検出配線 2 9 、 Z 第 1検出配線 7 5 など）は、集積

回路 5 のゲ一 卜電極を形成する工程と同一工程で作製することにより、ポリ

シリコンからなる配線に置き換えることもできる。その場合、当該ポリシリ

コン配線には、ゲ一 卜電極とは異なり、不純物を注入 しなくてもよい。なぜ

なら、当該ポリシリコン配線は、センサの各部に電流を流すための配線では

なく、電圧を印加するための配線であり、抵抗が比較的高くてもよいからで

ある。

[0096] 本発明の実施形態は、本発明の技術的内容を明らかにするために用いられ

た具体例に過ぎず、本発明はこれらの具体例に限定 して解釈されるべきでは

なく、本発明の精神および範囲は添付の請求の範囲によってのみ限定される

また、本発明の各実施形態において表 した構成要素は、本発明の範囲で組

み合わせることができる。

[0097] 本出願は、 2 0 1 0 年 7 月 6 日に日本国特許庁に提出された特願 2 0 1 0

- 5 4 0 9 号に対応 しており、この出願の全開示はここに引用により組

み込まれるものとする。

符号の説明



ジャイロセ ンサ、 3 半導体基板、 1 1 上壁 （半導体

基板の表面部）、 2 1 X 固定電極、 2 2 X 可動電極、 4 1

Y 固定電極、 4 2 Y 可動電極、 6 0 トレンチ、 6 1 Z

固定電極、 6 2 Z 可動電極、 8 7 エ ッチ ング領域、 8 8

( レジス 卜の）開口、 8 9 凹部、 9 0 側壁、 8 7 1 ' 領域

、 8 7 2 領域、 8 7 3 領域、 8 7 4 · ' 領域



請求の範囲

[ 請求項 1] エ ツチ ング領域が定め られた半導体基板の当該ェ ッチ ング領域 を選

択的にエ ツチ ングする方法であ つて、

当該エ ツチ ング領域 内の複数箇所か ら所定のパ ター ンで深掘 り反応

性 イオ ンエ ッチ ングすることによ り、同一形状 および大 きさの開口を

有する複数の第 1 凹部 を前記エ ッチ ング領域 に形成する工程 と、

複数の前記第 1 凹部 を区画する前記半導体基板の側壁 を等方性 ィ才

ンエ ッチ ングで除去することによ り、複数の前記第 1 凹部が一体化 さ

れた第 2 凹部 を前記ェ ッチ ング領域 に形成する工程 とを含む、半導体

基板のエ ッチ ング方法。

[ 請求項 2 ] 前記ェ ッチ ング領域が、互いに形状 または大 きさが異なる第 1 エ ツ

チ ング領域 および第 2 エ ツチ ング領域 を含み、

前記第 1 凹部 を形成する工程が、前記第 1 エ ッチ ング領域 および前

記第 2 エ ッチ ング領域 内に、 それぞれ複数の前記第 1 凹部 を同時に形

成する工程 を含む、請求項 1 に記載の半導体基板のエ ッチ ング方法。

[ 請求項 3 ] 半導体基板 と、

前記半導体基板の表面部 に形成 された第 1 電極 と、

前記半導体基板の前記表面部 に形成 され、前記第 1 電極 に対 して間

隔を空 けて対向する第 2 電極 とを含む静電容量型 M E M S セ ンサの製

造方法であ って、

前記第 1 電極 および前記第 2 電極 を形成すべ き領域外 において当該

第 1 および第 2 電極 を形成すべ き領域 を区画するようにエ ッチ ング領

域 を定める工程 と、

前記ェ ッチ ング領域 内の複数箇所か ら所定のパ ター ンで深掘 り反応

性 イオ ンエ ッチ ングすることによ り、同一形状 および大 きさの開口を

有する複数の第 1 凹部 を前記エ ッチ ング領域 に形成する工程 と、

複数の前記第 1 凹部 を区画する前記半導体基板の側壁 を等方性 ィ才

ンエ ッチ ングで除去することによ り、複数の前記第 1 凹部が一体化 さ



れた第 2 凹部 を前記エ ッチ ング領域 に形成 し、同時に前記第 1 および

第 2 電極 を形成する工程 とを含む、静電容量型 M E M S セ ンサの製造

方法。

[ 請求項4] 前記第 1 電極 および前記第 2 電極 を形成する工程 は、前記第 1 電極

および前記第 2 電極 をそれぞれ有 し、三次元空間において互いに直交

するX 軸、 Y 軸 および Z 軸 まわ りの角速度 を検 出するジャイロセ ンサ

を形成する工程 を含む、請求項 3 に記載の静電容量型 M E M S セ ンサ

の製造方法。

[ 請求項 5] 前記静電容量型 M E M S セ ンサの製造方法は、前記ジャイロセ ンサ

か らの出力を解析するための集積回路 を、前記半導体基板 に形成する

工程 を含む、請求項 4 に記載の静電容量型 M E M S セ ンサの製造方法

前記 X 軸、前記 Y 軸 および前記 Z 軸の少な くとも 1 つの軸 まわ りの

角速度 を検 出する前記ジャイロセ ンサの前記第 1 電極 および前記第 2

電極 が、 それぞれ固定電極 および可動電極 であ り、

前記固定電極 および前記可動電極 が同 じ厚 さである、請求項 4 に記

載の静電容量型 M E M S セ ンサの製造方法。

前記第 2 凹部の下方部 をェ ツチ ングによ り連通 させて、前記固定電

極 の直下に空洞 を形成する工程 をさ らに含み、

前記固定電極 は、 当該エ ッチ ングによ り形成 された前記空洞内の支

持部 に固定されたベース部 と、前記ベース部の内壁 に沿 って櫛歯状 に

配列された電極部 とを含む、請求項 6 に記載の静電容量型 M E M S セ

ンサの製造方法。

前記可動電極 が、前記固定電極 の前記電極部 を横切 る方向に延びる

ように形成 されている、請求項 7 に記載の静電容量型 M E M S セ ンサ

の製造方法。

前記可動電極 が、前記半導体基板の表面か ら前記空洞 に至 るように

埋め込 まれた絶縁層 をさ らに含む、請求項 7 に記載の静電容量型 M E



M S セ ンサの製造方法。

[ 請求項 10] 前記可動電極 に、前記半導体基板の表面か ら絶縁層 を埋め込む工程

をさ らに含み、

前記空洞 を形成する工程 は、前記可動電極 の前記絶縁層が前記半導

体基板の前記表面か ら前記空洞 に至 るように、前記半導体基板 をエ ツ

チ ング して前記空洞 を形成する工程 を含む、請求項 7 に記載の静電容

量型 M E M S セ ンサの製造方法。
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